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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第37期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第36期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

売上高（千円） 768,138 719,806 3,750,788

経常利益又は経常損失（△）（千円） △863 △108,136 153,689

四半期純損失（△）又は

当期純利益（千円）
△3,602 △78,655 66,528

純資産額（千円） 1,797,661 1,759,153 1,881,031

総資産額（千円） 4,941,272 5,230,303 5,438,325

１株当たり純資産額（円） 57,453.02 56,224.41 60,097.43

１株当たり四半期純損失金額（△）又は

１株当たり当期純利益金額（円）
△120.26 △2,623.40 2,219.76

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額（円）
－ － 2,211.49

自己資本比率（％） 34.8 32.2 33.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△187,496 △98,881 100,828

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△206,591 △149,511 △594,700

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
240,839 99,813 487,894

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高（千円）
152,589 148,997 300,556

従業員数（人） 331 322 319

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

        ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。      

        ３．第36期第１四半期連結累計（会計）期間及び第37期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載

しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 322  

　（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、休職者、グループ外から当社グループへの

出向者及び常用パートを含んでおります。）であります。

 

(2) 提出会社の状況 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 283  

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、休職者、社外から当社への出向者及び常用パートを含んで

おります。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

非臨床試験（千円） 　　667,472 －

臨床試験（千円）　 193 －

環境（千円） 138,440 －

合計（千円） 806,107 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

非臨床試験 824,974 － 1,992,231 －

臨床試験 28,233 － 28,600 －

環境 116,500 － 706,169 －

 合計 969,709 － 2,727,001 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3) 販売実績

　当第1四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

非臨床試験（千円） 691,815 －

臨床試験（千円） 193 －

環境（千円） 27,797 －

合計（千円） 719,806 －

　（注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績

の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

 大塚製薬株式会社 41,590 5.4 145,878 20.3

 小野薬品工業株式会社 220,190 28.7 118,828 16.5

 塩野義製薬株式会社 29,928 3.9 102,248 14.2

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

 

(1) 業績の状況

  当第１四半期連結会計期間における当社グループの主力事業が大きく関わる医薬品業界におきましては、大型

製品の特許切れが相次ぐ「2010年問題」や医療費抑制政策の影響等から、新薬の開発が一層重要な課題となって

おります。そのため大手製薬企業では、新たな収益源の早期確保を目指し、海外の新薬開発企業の買収や、パイプ

ライン（有望な新薬の種）への投資を最終段階にある試験に集中させる傾向が見られ、従来にもまして競争が激

化しております。

　当社グループにおきましては、製薬企業の開発ニーズに応えるために、高品質の試験データと報告書の提供に取

り組んでまいりましたが、製薬企業の開発動向の変化等により、同業他社との受注競争の激化に伴う受注価格が

低下したことから、個々の試験の利益は減少し収益は厳しいものとなりました。なお、医薬品業界の慣例により売

上高には季節変動があり、第４四半期連結会計期間に集中する傾向があります。このため、例年第１四半期連結会

計期間においては終了する試験が少なく売上が少ないため利益面では赤字となる傾向にあります。

　この様な状況の下、当第１四半期連結会計期間における売上高は719,806千円（前年同四半期比6.3％減）、営業

損失は83,974千円（前年同四半期は営業利益6,816千円）、経常損失は108,136千円（前年同四半期は経常損失

863千円）、四半期純損失は78,655千円（前年同四半期は四半期純損失3,602千円）となりました。

  

セグメントの業績は次のとおりであります。

① 非臨床試験

　当第１四半期連結会計期間における売上高は691,815千円、営業損失は53,273千円となりました。また、ヨー

ロッパ支所の設立（平成22年３月）及び営業３部の設置等営業力の強化に取り組んだ結果、受注実績は

824,974千円となりました。なお、当第１四半期連結会計期間末における受注残高は1,992,231千円となりまし

た。

② 臨床試験

　事業拠点の整備を進めており設備投資が先行し、売上高は193千円、営業損失は13,478千円となりました。

③ 環境 

　保守業務と消耗品の販売が中心であったことから、売上高27,797千円、営業損失17,222千円となりました。な

お、大手製薬企業研究所への動物飼育機材等の受注を請けており、本年度中の売上を見込んでおります。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第１四半期連結会計期

間と比較して3,591千円減少し、148,997千円となりました。当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・

フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は98,881千円（前年同四半期は187,496千円）となりました。主な内訳は税金等

調整前四半期純損失108,639千円、売上債権の減少額79,683千円、たな卸資産の増加額58,532千円、前受金の増

加額100,114千円、法人税等の支払額73,029千円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は149,511千円（前年同四半期は206,591千円）となりました。主な内訳は前期

購入した有形固定資産の支払額173,626千円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は99,813千円（前年同四半期は240,839千円）となりました。主な内訳は短期借

入金の純増加額240,000千円、長期借入金の返済による支出116,120千円であります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、前連結会計年度に掲げた課題のうち、臨床試験事業及び試験管理システムの整備に関する課題について

は、当第１四半期連結会計期間において、次のように対処しております。

　① フィリピン臨床施設のGCP体制の構築を進めており、2010年９月には整備を完了させる予定であります。　ま

た、早期受注獲得を図って大手製薬企業への営業活動を強化しております。

　② 安全性試験支援システムProvantis(TM)の導入は計画どおり進んでおり、今期中に本格稼動となることから、

これにより、顧客満足度の向上と試験の効率化を図ってまいります。

　

(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における研究開発費は、23,553千円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

   

(2) 設備の新設、除却等の計画

  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000

計 80,000

  

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 29,982 29,982
大阪証券取引所　

（ＪＡＳＤＡＱ市場）

当社は単元株制度は

採用しておりません。

計 29,982 29,982 － －

    （注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年３月17日臨時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 449

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　（注１，２） 449

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
平成20年３月18日から

平成25年３月17日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　50,000

資本組入額　 25,000 

新株予約権の行使の条件  （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項  （注）４

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

　　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

　２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 

 
調整後行使価額＝調整前行使価額×

1

 分割・併合の比率

　

　また、当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により

行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

 
調整後行使価額＝調整前行使価額×

１株当たりの時価

 既発行株式数＋新規発行株式数

 

　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるも

のとする。

　さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

　３．新株予約権の行使の条件

　①　発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続により新株予

約権を取得した場合はこの限りではない。

　②　新株予約権発行時において当社の取締役、監査役及び従業員であった者は、新株予約権行使時において

も当社もしくは当社の関係会社の取締役、監査役、従業員またはこれらに準ずる地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合ならびに相続により新株予約権

を取得した場合は、この限りではない。

　③　新株予約権発行時において顧問等社外の協力者は、新株予約権行使時においても当社と顧問契約等の契

約を締結していることを要する。ただし、新株予約権発行の目的に照らし、地位喪失後においても行使が

許容される場合として取締役会が認めた場合は、この限りではない。

　④　新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場された場合に限り、新株予約権を行使することがで

きる。
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　⑤　その他の条件は、新株予約権発行の取締役会により決定するものとする。

　４．新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要する。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

 平成22年４月１日～

 平成22年６月30日　
－ 29,982 － 684,790 － 600,790

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成22年６月30日現在 

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式  －  －  －

 議決権制限株式（自己株式等）  －  －  －

 議決権制限株式（その他）  －  －  －

 完全議決権株式（自己株式等）  －  －  －

 完全議決権株式（その他） 普通株式　　29,982  29,982　  －

 単元未満株式  －  －  －

 発行済株式総数  29,982  －  －

 総株主の議決権  － 29,982  －

 

②【自己株式等】

平成22年６月30日現在 

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

 自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式

数の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 58,600 74,700 52,800

最低（円） 49,100 46,300 47,000

　  （注）  最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期

連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第

１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限

責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 186,083 361,715

受取手形及び売掛金 376,083 462,384

商品及び製品 2,416 2,538

仕掛品 927,018 840,718

原材料及び貯蔵品 283,628 323,415

その他 251,202 183,761

貸倒引当金 △4,289 △5,395

流動資産合計 2,022,143 2,169,137

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,576,760 3,573,816

減価償却累計額 △1,645,966 △1,577,006

建物及び構築物（純額） 1,930,793 1,996,810

土地 819,691 824,349

その他 971,139 975,158

減価償却累計額 △647,202 △667,932

その他（純額） 323,937 307,226

有形固定資産合計 3,074,422 3,128,385

無形固定資産 97,790 103,036

投資その他の資産

その他 36,846 38,666

貸倒引当金 △900 △900

投資その他の資産合計 35,946 37,766

固定資産合計 3,208,160 3,269,188

資産合計 5,230,303 5,438,325

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 313,809 300,423

短期借入金 460,000 220,000

1年内返済予定の長期借入金 431,280 444,580

未払法人税等 4,301 79,256

前受金 738,120 648,099

賞与引当金 42,240 92,734

その他 219,876 400,425

流動負債合計 2,209,626 2,185,519
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

固定負債

長期借入金 994,860 1,097,680

退職給付引当金 3,634 3,776

役員退職慰労引当金 50,650 49,725

その他 212,378 220,593

固定負債合計 1,261,523 1,371,774

負債合計 3,471,149 3,557,294

純資産の部

株主資本

資本金 684,790 684,790

資本剰余金 600,790 600,790

利益剰余金 475,898 569,544

株主資本合計 1,761,478 1,855,124

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △75,758 △53,283

評価・換算差額等合計 △75,758 △53,283

少数株主持分 73,433 79,190

純資産合計 1,759,153 1,881,031

負債純資産合計 5,230,303 5,438,325
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 ※1
 768,138

※1
 719,806

売上原価 537,922 594,512

売上総利益 230,216 125,294

販売費及び一般管理費 ※2
 223,400

※2
 209,268

営業利益又は営業損失（△） 6,816 △83,974

営業外収益

受取利息 61 43

受取賃貸料 3,771 3,806

補助金収入 1,298 －

その他 23 361

営業外収益合計 5,154 4,211

営業外費用

支払利息 7,992 11,196

為替差損 4,303 16,453

その他 538 722

営業外費用合計 12,834 28,372

経常損失（△） △863 △108,136

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,190 951

特別利益合計 3,190 951

特別損失

固定資産除却損 382 40

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,413

特別損失合計 382 1,454

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,944 △108,639

法人税、住民税及び事業税 1,269 1,490

法人税等調整額 3,751 △31,808

法人税等合計 5,021 △30,318

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △78,321

少数株主利益 525 333

四半期純損失（△） △3,602 △78,655
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,944 △108,639

減価償却費 67,579 72,766

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,180 △1,082

賞与引当金の増減額（△は減少） △64,979 △50,494

退職給付引当金の増減額（△は減少） 273 148

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 825 925

受取利息 △61 △43

支払利息 7,992 11,196

固定資産除却損 382 40

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,413

売上債権の増減額（△は増加） 171,629 79,683

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,468 △58,532

仕入債務の増減額（△は減少） △157,864 15,062

前受金の増減額（△は減少） △226,072 100,114

その他 79,892 △77,000

小計 △126,109 △14,441

利息及び配当金の受取額 61 43

利息の支払額 △9,676 △11,454

法人税等の支払額 △51,771 △73,029

営業活動によるキャッシュ・フロー △187,496 △98,881

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 4,983 24,073

有形固定資産の取得による支出 △205,248 △173,626

無形固定資産の取得による支出 △3,861 －

その他 △2,464 41

投資活動によるキャッシュ・フロー △206,591 △149,511

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 340,000 240,000

長期借入金の返済による支出 △57,400 △116,120

リース債務の返済による支出 △7,450 △13,144

株式の発行による収入 800 －

配当金の支払額 △35,109 △10,922

財務活動によるキャッシュ・フロー 240,839 99,813

現金及び現金同等物に係る換算差額 △348 △2,978

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △153,596 △151,558

現金及び現金同等物の期首残高 306,186 300,556

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 152,589

※
 148,997
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項

の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ168千円増加し、税金等調整前四半期

純損失は1,582千円増加しております。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１

行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に

基づく当第１四半期連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１

行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

　当座貸越極度額 100,000千円

　借入実行残高 100,000千円

　　　差引額 －千円

　当座貸越極度額 100,000千円

　借入実行残高 －千円

　　　差引額 100,000千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１．当社グループの売上高は、通常の営業の形態として

第４四半期連結会計期間に売上計上される受注の割合

が大きいため、各四半期連結会計期間の業績に季節的

変動があります。

※１．　　　　　　　　　同左

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給与手当 65,459千円

役員退職慰労引当金繰入額 825千円

賞与引当金繰入額 15,567千円

退職給付費用 839千円

従業員給与手当 66,378千円

役員退職慰労引当金繰入額 925千円

賞与引当金繰入額 11,527千円

退職給付費用 866千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

 （千円）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

 （千円）

　現金及び預金勘定 190,685

　預入期間が３か月を超える定期預金 △38,095

　現金及び現金同等物 152,589

　現金及び預金勘定 186,083

　預入期間が３か月を超える定期預金 △37,085

　現金及び現金同等物 148,997
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平

成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　29,982株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

  該当事項はありません。 

 

３．新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 

（決議）
 株式の種類

 配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
 基準日  効力発生日  配当の原資

 平成22年６月29日

定時株主総会
 普通株式 14,991 500

平成22年

３月31日

平成22年

６月30日
 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
医薬品非臨床
試験事業
（千円）

臨床試験事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に

　　対する売上高
737,952 ― 30,185 768,138 ― 768,138

(2）セグメント間

　　の内部売上高

　　又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 737,952 ― 30,185 768,138 ― 768,138

営業利益又は

営業損失（△）
57,694△16,759△34,118 6,816 ― 6,816

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

医薬品非臨床試験事業 医薬品開発のための安全性試験、薬効薬理試験 

臨床試験事業 医薬品開発のための臨床試験の受託

その他事業
空調装置、スクラバー（ガス除去装置）、脱臭剤搭載装置の開発・施工・販売

等、食品の非臨床試験及びヒト臨床試験の受託

 

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

フィリピン
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 768,119 18 768,138 ― 768,138

(2）セグメント間の内部売上高

　　又は振替高
― 10,130 10,130 (10,130) ―

計 768,119 10,148 778,268 (10,130)768,138

営業利益又は営業損失（△） 11,578 △6,078 5,499 1,316 6,816

　（注）国別に区分しております。

  

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社取締役会は、事業を製品・サービス別に区分して業績を評価しております。したがって当社は、動物試

験を通じて医薬品・食品の開発支援を行う「非臨床試験」、ヒト試験を通じて医薬品・食品の開発支援を行

う「臨床試験」、実験動物施設の設計及び機材の販売を行う「環境」の三つを報告セグメントとしておりま

す。

「非臨床試験」は、製薬企業等から委託を受け、実験動物や細胞を用いて医薬品及び食品の安全性や有効

性の確認を行う非臨床試験を実施しております。「臨床試験」は、医薬品及び食品の安全性や有効性を臨床

において確認する試験を行っております。「環境」は、脱臭剤搭載装置の設計・販売等を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）　

　（単位：千円）

　 非臨床試験 臨床試験 環境 合計（注）

売上高     

外部顧客への売上高 691,815 193 27,797 719,806

セグメント間の内部売上高

又は振替高
― ― ― ―

計 691,815 193 27,797 719,806

セグメント損失（△）　 △53,273 △13,478 △17,222 △83,974

（注）セグメント損失は、四半期連結損益計算書上の営業損失であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

EDINET提出書類

株式会社イナリサーチ(E20922)

四半期報告書

24/29



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 56,224.41円 １株当たり純資産額 60,097.43円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 1,759,153 1,881,031

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 73,433 79,190

（うち少数株主持分） (73,433) (79,190)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額（千円） 1,685,720 1,801,841

１株当たり純資産額の算定に用いられた

四半期末（期末）の普通株式の数（株）
29,982 29,982

 

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 120.26円 １株当たり四半期純損失金額 2,623.40円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損失（千円） 3,602 78,655

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 3,602 78,655

期中平均株式数（株） 29,950 29,982

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。 

 

EDINET提出書類

株式会社イナリサーチ(E20922)

四半期報告書

27/29



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年８月７日

株式会社イナリサーチ

取締役会　御中
 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　正樹　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十幡　理一郎　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イナリサー

チの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イナリサーチ及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

  （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

          期報告書提出会社）が別途保管しております。

        ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年８月６日

株式会社イナリサーチ

取締役会　御中
 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十幡　理一郎　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小松　聡　　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イナリサー

チの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イナリサーチ及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

  （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

          期報告書提出会社）が別途保管しております。

        ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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